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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第62期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第61期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 7,203,7547,154,42831,280,500

経常利益（千円） 137,926 309,0921,278,279

四半期（当期）純利益（千円） 103,273 237,133 786,902

純資産額（千円） 5,151,2065,746,7975,793,295

総資産額（千円） 12,148,12013,120,18012,574,416

１株当たり純資産額（円） 425.04 476.19 482.04

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 8.93 20.51 68.03

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 8.82 20.08 66.81

自己資本比率（％） 40.5 42.0 44.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
139,219△276,4831,977,716

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△38,310 △74,823 △70,755

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△83,394 905,983△1,422,477

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 1,267,4972,330,7741,710,228

従業員数（人） 695 694 683

　（注）１　売上高には、消費税等は含んでおりません。

  ２　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 694(1,257)

　（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

(2)提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 116 (68)

　（注）　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注状況

　当第１四半期連結会計期間におけるセグメントごとの受注状況は、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

家具・家庭用品事業 2,818,792 － 3,065,256 －

服飾雑貨事業 1,635,945 － 618,834 －

家電事業 672,860 － 1,662,334 －

　　報告セグメント計 5,127,598 － 5,346,425 －

その他 888,204 － 513,412 －

合計 6,015,803 － 5,859,838 －

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当第１四半期連結会計期間におけるセグメントごとの販売実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

販売高（千円） 前年同四半期比（％）

家具・家庭用品事業 3,247,462 －

服飾雑貨事業 1,853,633 －

家電事業 1,153,680 －

　　報告セグメント計 6,254,776 －

その他 899,652 －

合計 7,154,428 －

　（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。なお、

　　金額には、消費税等は含まれておりません。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

㈱良品計画 1,876,160 26.0 2,493,460 34.9

 　(注)　上記販売高には、㈱良品計画ならびに同社の子会社への売上高を記載しております。
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(3）生産実績

　当第１四半期連結会計期間におけるセグメントごとの生産実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

生産実績（千円） 前年同四半期比（％）

家電事業 805,262 －

合計 805,262 －

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　

２【事業等のリスク】

　　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

    当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績の分析

　当第1四半期のわが国経済は、アジア向けを中心とする輸出や政府の経済対策効果により、足元の実体経済は底

堅さを増しているものの、海外におけるソブリン財政問題や欧米での金融規制強化を背景として金融・資本市場

の先行きに不透明感が漂う状況となりました。

　こうした状況下、当第1四半期については、国内専門店向けの売上が各セグメントとも前年を上回る実績となっ

たことを主因に単体の売上高が前年比27.7%増加しました。連結子会社の売上高については、㈱ビルケンシュトッ

クジャパン等の国内売上は前年比微増となりました。海外においては、三發電器製造廠有限公司の売上が前年比

46.5%増加した一方、アジア商社拠点の売上が前年比23.9%減少し、連結子会社全体の売上高は前年比10.9%の減少

となりました。この結果、連結の売上高は前年同期比0.7%減少の71億5千4百万円となりました。

　利益面につきましては、㈱ビルケンシュトックジャパンや三發電器製造廠有限公司ならびにアジア商社拠点の

粗利益率が大きく改善しました。連結子会社における経費が、㈱ビルケンシュトックジャパンの直営店舗網拡充

に伴う経費増を主因に前年比14.1%増加したものの、連結の営業利益は前年同期比97.9％増加の2億5千1百万円と

なりました。営業利益の増加を主因として連結の経常利益は前年同期比124.1%増加となる3億9百万円となりまし

た。四半期純利益につきましては、過年度分の資産除去債務を特別損失に計上したほか、法人税等も増加しました

が、台湾子会社の事務所売却に係る特別利益を計上した結果、前年同期比129.6%増加の2億3千7百万円となりまし

た。　

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

〈家具・家庭用品事業〉

  国内において、専門店向けのリビング家具および天然素材の収納用品等の売上が堅調に推移した他、携帯端末

関連商材の取り扱いが順調に立ち上がりました。しかしながら、アジア商社拠点による欧米向けの家具および

キッチン関連用品の売上は減少しました。その結果、家具・家庭用品事業の売上高は32億4千7百万円、営業利益は

2億4千万円となりました。　

〈服飾雑貨事業〉

  ドイツ製コンフォートシューズ「ビルケンシュトック」の売上は卸部門が振わず、前年比微増であったもの

の、国内専門店向けの縫製小物、アパレル商材等の売上が好調に推移しました。その結果、服飾雑貨事業の売上高

は18億5千3百万円、営業利益は7千2百万円となりました。　

〈家電事業〉

  クイジナートブランドのフードプロセッサーの売上は減少したものの、モッズヘアブランドの理美容家電およ

び国内専門店向けの小物生活家電の売上が堅調に推移しました。その結果、家電事業の売上高は11億5千3百万円、

営業利益は1千9百万円となりました。

(2）財政状態の分析

　当第1四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ5億4千5百万円増加の131億2千万円となりま

した。主な資産の変動は、「現金及び預金」が6億2千万円、「商品及び製品」が2億4千5百万円、「建設仮勘定」が

1億7千6百万円それぞれ増加した一方、「受取手形及び売掛金」が5億1千7百万円減少したことによります。主な

負債の変動は、「短期借入金」が10億8千8百万円増加した一方、「支払手形及び買掛金」が2億3千2百万円、「未

払法人税等」が2億1千6百万円それぞれ減少したことによります。主な純資産の変動は、「利益剰余金」が6千3百

万円増加し、「繰延ヘッジ損益」等の評価・換算差額等の含み損が1億3千1百万円増加したことによります。

(3）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　①キャッシュ・フロー

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は前連結会計年度末に比

べ6億2千万円増加の23億3千万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローで使用した資金は2億7千6百万円とな

りました。これは主に、たな卸資産の増加、仕入債務の減少および法人税等の支払額の増加によるものです。なお、

前年同四半期連結会計期間の営業活動により得られた資金は1億3千9百万円でした。

　当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローで使用した資金は7千4百万円となりま

した。これは主に、有形固定資産の売却による収入はあったものの、有形固定資産の取得によるものです。なお、前

年同四半期連結会計期間の投資活動により使用した資金は3千8百万円でした。

　当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローで得られた資金は9億5百万円となりま

した。これは主に、短期借入金の増加によるものです。なお、前年同四半期連結会計期間の財務活動により使用し

た資金は8千3百万円でした。

EDINET提出書類

株式会社三栄コーポレーション(E02647)

四半期報告書

 6/28



　②資金需要

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、たな卸資産の購入です。

　③財務政策

　当社グループは、運転資金および設備投資資金については自己資金および銀行借入により資金調達することに

しております。このうち、銀行借入による資金調達に関しましては、運転資金については、期限が1年以内の短期借

入金、設備投資資金についても長短金利水準や市場環境を勘案し短期借入金で実行しております。

　当社グループは、営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力および健全な財政状態に基づく主要取引

銀行からの借入により、当社グループの成長を維持するために必要な運転資金および設備投資資金を調達するこ

とが可能と考えております。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　　特記事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　前連結会計年度末において計画中でありました　㈱ビルケンシュトックジャパンの新店舗内装工事の一部が平成

22年3月において完了し、販売能力が1.5％増加致しました。

なお、当第１四半期連結会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 44,000,000

計 44,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,764,732 12,764,732

大阪証券取引所

(ジャスダック市場)

　

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

単元株式数 1,000株

　

計 12,764,732 12,764,732 ――― ―――

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成17年６月29日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 29

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 29,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日

至　平成47年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

株予約権を行使することができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

 （注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月29日定時株主総会及び取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 23

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 23,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成18年8月2日

至　平成48年8月1日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

株予約権を行使することができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。 
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平成19年６月28日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 24

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 24,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成19年8月2日

至　平成49年8月1日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新

株予約権を行使することができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。
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平成20年６月27日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 67

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 67,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成20年8月2日

至　平成50年8月1日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、取締役は当社の取締役の

地位を喪失した日の翌日から、執行役員は当社の従業員と

しての身分を失った日（退職日）の翌日から、それぞれ10

日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものと

する。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。
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平成21年６月26日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 105

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 105,000（注）

新株予約権の行使時の払込金額（円） １

新株予約権の行使期間
自　平成21年8月4日

至　平成51年8月3日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

1

1

新株予約権の行使の条件

・新株予約権の割当を受けた者は、取締役は当社の取締役の

地位を喪失した日の翌日から、執行役員は当社の従業員と

しての身分を失った日（退職日）の翌日から、それぞれ10

日を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使するこ

とができる。

・新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

　

新株予約権の譲渡に関する事項
取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

（注）当社が普通株式の分割または併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整する

ものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若しく

は吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

－ 12,764,732－ 1,000,914－ 645,678

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,200,000
－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

 単元株式数 1,000株　

完全議決権株式（その他）
普通株式

11,458,000
11,458 同上

単元未満株式
普通株式

106,732
－ 同上

発行済株式総数 12,764,732 － －

総株主の議決権 － 11,458 －

 

②【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱三栄コーポレーショ

ン

東京都台東区寿

４－１－２
1,200,000－ 1,200,000 9.4

計 － 1,200,000－ 1,200,000 9.4

　（注）　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）の自己株式は1,201,191株となっております。 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 370 373 346

最低（円） 311 309 320

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所（ジャスダック市場）におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について優成監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,330,774 1,710,228

受取手形及び売掛金 ※
 2,994,844

※
 3,512,299

有価証券 11,676 13,280

商品及び製品 2,766,435 2,521,189

仕掛品 73,999 68,810

原材料及び貯蔵品 284,978 236,102

その他 732,430 675,542

貸倒引当金 △6,372 △9,615

流動資産合計 9,188,766 8,727,836

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,451,396 1,421,395

減価償却累計額 △1,005,820 △988,270

建物及び構築物（純額） 445,575 433,124

機械装置及び運搬具 436,006 431,027

減価償却累計額 △292,052 △286,957

機械装置及び運搬具（純額） 143,953 144,070

土地 827,502 842,845

建設仮勘定 200,586 24,057

その他 589,859 581,484

減価償却累計額 △472,867 △461,441

その他（純額） 116,992 120,043

有形固定資産合計 1,734,609 1,564,141

無形固定資産 377,149 384,682

投資その他の資産

投資有価証券 1,143,330 1,187,190

その他 721,877 759,969

貸倒引当金 △45,552 △49,403

投資その他の資産合計 1,819,654 1,897,756

固定資産合計 3,931,413 3,846,580

資産合計 13,120,180 12,574,416
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,227,075 1,460,051

短期借入金 3,682,066 2,593,306

未払法人税等 54,948 271,160

賞与引当金 187,930 270,859

建物等除却損失引当金 117,942 120,975

その他の引当金 8,837 33,426

その他 1,579,855 1,530,773

流動負債合計 6,858,657 6,280,552

固定負債

退職給付引当金 224,313 225,580

その他の引当金 13,075 16,467

資産除去債務 30,706 －

その他 246,629 258,520

固定負債合計 514,725 500,568

負債合計 7,373,382 6,781,121

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,914 1,000,914

資本剰余金 645,678 645,678

利益剰余金 4,931,789 4,868,121

自己株式 △311,534 △311,268

株主資本合計 6,266,847 6,203,446

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △141,593 △96,424

繰延ヘッジ損益 △68,629 33,483

土地再評価差額金 53,080 53,080

為替換算調整勘定 △603,323 △619,119

評価・換算差額等合計 △760,466 △628,979

新株予約権 50,361 50,361

少数株主持分 190,054 168,468

純資産合計 5,746,797 5,793,295

負債純資産合計 13,120,180 12,574,416
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 7,203,754 7,154,428

売上原価 5,454,151 5,109,228

売上総利益 1,749,602 2,045,200

販売費及び一般管理費

販売費 259,886 325,983

一般管理費 1,362,740 1,467,925

販売費及び一般管理費合計 ※
 1,622,627

※
 1,793,909

営業利益 126,975 251,291

営業外収益

受取利息 423 1,463

受取配当金 8,234 8,709

為替差益 － 16,177

持分法による投資利益 13,929 26,723

その他 2,751 13,465

営業外収益合計 25,339 66,538

営業外費用

支払利息 11,890 8,562

為替差損 2,107 －

その他 390 174

営業外費用合計 14,388 8,737

経常利益 137,926 309,092

特別利益

固定資産売却益 － 114,686

その他 710 3,084

特別利益合計 710 117,771

特別損失

固定資産除却損 274 1,094

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 42,853

その他 865 －

特別損失合計 1,139 43,947

税金等調整前四半期純利益 137,496 382,916

法人税、住民税及び事業税 49,021 44,327

法人税等調整額 △18,924 81,376

法人税等合計 30,097 125,704

少数株主損益調整前四半期純利益 － 257,212

少数株主利益 4,125 20,078

四半期純利益 103,273 237,133
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 137,496 382,916

減価償却費 45,436 53,134

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,856 △7,077

賞与引当金の増減額（△は減少） △72,945 △87,697

退職給付引当金の増減額（△は減少） △19,699 △4,535

受取利息及び受取配当金 △8,658 △10,172

持分法による投資損益（△は益） △23,246 △27,730

支払利息 11,890 8,562

固定資産除却損 274 1,094

固定資産売却損益（△は益） － △114,686

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 42,853

売上債権の増減額（△は増加） 729,081 560,038

たな卸資産の増減額（△は増加） 35,057 △293,642

仕入債務の増減額（△は減少） △414,437 △277,260

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,512 △47,641

その他 △109,589 △194,692

小計 304,006 △16,535

利息及び配当金の受取額 8,658 10,172

利息の支払額 △11,848 △8,569

法人税等の支払額 △161,597 △261,551

営業活動によるキャッシュ・フロー 139,219 △276,483

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △9,772 △229,809

有形固定資産の売却による収入 － 148,589

無形固定資産の取得による支出 － △5,540

投資有価証券の取得による支出 △3,559 △2,579

投資有価証券の売却による収入 － 136

貸付けによる支出 △10,010 －

貸付金の回収による収入 521 1,185

その他 △15,488 13,194

投資活動によるキャッシュ・フロー △38,310 △74,823

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 63,299 1,084,612

自己株式の取得による支出 △3,185 △266

配当金の支払額 △138,986 △173,465

その他 △4,520 △4,897

財務活動によるキャッシュ・フロー △83,394 905,983

現金及び現金同等物に係る換算差額 22,041 65,869

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 39,556 620,546

現金及び現金同等物の期首残高 1,227,940 1,710,228

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,267,497

※
 2,330,774
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当第1四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しており

ます。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ3百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は46百万円減少しており

ます。
　
（「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用）

　当第1四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年3月10日公表分）及び

「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年3月10日）を適用してお

ります。

　これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
　
（企業結合に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、「連結

財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部

改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成20年

12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しております。

　これにより、連結子会社の資産及び負債の評価方法について従来、部分時価評価法を採用しておりましたが、全面時

価評価法へ評価方法を変更しております。

　なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年3月24日　内閣府令第5号）の適用により、当第1四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１　固定資産の減価償却費の算定方法

　　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づく年間償　　

　却予定額を期間按分して算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

　　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略して前連結会計年度末の実地棚卸高を基

　礎として合理的な方法により算定する方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

　下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

　ため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※ 輸出荷為替手形（Ｌ／Ｃなし）割引

高
1,780千円

※ 輸出荷為替手形（Ｌ／Ｃなし）割引

高
18,982千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目は、次のとおりで

あります。

※　　販売費及び一般管理費の主要な費目は、次のとおりで

あります。

  

輸出及び諸手数料 100,666千円

従業員給与及び賞与 565,519 

減価償却費 32,080 

退職給付費用 7,266 

役員退職慰労引当金繰入額 2,663 

賞与引当金繰入額 117,031 

貸倒引当金繰入額 2,136 

役員賞与引当金繰入額 6,219 

輸出及び諸手数料 139,478千円

従業員給与及び賞与 613,392 

減価償却費 41,257 

退職給付費用 33,032 

役員退職慰労引当金繰入額 1,482 

賞与引当金繰入額 99,362 

貸倒引当金繰入額 47 

役員賞与引当金繰入額 8,837 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定  1,267,497千円

現金及び現金同等物   1,267,497千円

 

現金及び預金勘定  2,330,774千円

現金及び現金同等物   2,330,774千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

    普通株式 12,764,732株　

２．自己株式の種類及び株式数

    普通株式  1,201,191株

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高　

  ストック・オプションとしての新株予約権 親会社　50,361千円

４．配当に関する事項

     配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 173,465 15 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

全セグメントの売上高の合計および営業利益の金額の合計額に占める生活関連用品事業の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

台湾
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社

（千円）　

連結
（千円）　

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 4,023,4392,872,798264,16243,3537,203,754－ 7,203,754

(2）
セグメント間の内部売上

高又は振替高
26,970674,42761,697684,1311,447,227(1,447,227)－

 計 4,050,4103,547,226325,860727,4858,650,981(1,447,227)7,203,754

 
営業利益又は営業損失

（△）
△49,12784,129△25,53296,401105,87021,104126,975

　

（注）１　国又は地域は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は以下のとおりであります。

　　　その他　　　……マレーシア・フィリピン・タイ　
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【海外売上高】

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

 欧州 北米 その他の地域 　　　　計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,711,390 784,750 358,541 2,854,682

Ⅱ　連結売上高（千円）    7,203,754

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
23.7 10.9 5.0 39.6

　

（注）１　上記海外売上高は、当社および国内子会社の輸出売上高および外国間売上高、ならびに海外子会社の売上高

　　　　　から、日本向け売上高を控除した額の合計額（ただし、連結会社間の内部売上高を除く）となっております。

　　　２　国または地域の区分の方法および各区分に属する主な国または地域

(1)国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

(2)各区分に属する主な国または地域

イ）欧州……イタリア・ドイツ・英国

ロ）北米……米国・カナダ

ハ）その他の地域……中国
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、取扱商品を基礎とした事業部門から構成されており、「家具・家庭用品事業」、「服飾雑貨事業」、

「家電事業」の３つを報告セグメントとしております。　　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　　当第1四半期連結累計期間（自　平成22年4月1日　至　平成22年6月30日）

（単位：千円）　

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

家具・家庭用

品事業

服飾雑貨

事業　
家電事業 計

売上高         

外部顧客への売上高 3,247,4621,853,6331,153,6806,254,776899,6527,154,428－ 7,154,428
セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ 14,338 － 14,3381,51615,854△15,854 －

計 3,247,4621,867,9711,153,6806,269,114901,1687,170,283△15,8547,154,428

セグメント利益又は

損失（△）
240,62672,93919,773333,338△18,623314,714△63,423251,291

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業で商量の少ない商品を取り扱っているセグメントおよ

び当社グループ向けサービス業等であり、取扱商品としてはペット関連、輸送資材等を含んでおります。　　　　　　

　

２　セグメント利益の調整額△63,423千円は全社費用であります。全社費用は、各報告セグメントに帰属しない当社

における管理部門に係る費用であります。　

　　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　　該当事項はありません。

　　

（追加情報）

　当第1四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

3月21日）を適用しております。　　　　　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額    476円19銭　 １株当たり純資産額 482円4銭　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  8円93銭　

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
 8円82銭　

１株当たり四半期純利益金額  20円51銭　

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
 20円8銭　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 103,273 237,133

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 103,273 237,133

普通株式の期中平均株式数（株） 11,570,183 11,563,541

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 142,357 247,265

（うち新株予約権）（株） (142,357) (247,265)

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項ありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月12日

株式会社三栄コーポレーション

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　善孝　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 本間　洋一　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 狐塚　利光　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三栄コーポ

レーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三栄コーポレーション及び連結子会社の平成21年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

株式会社三栄コーポレーション

取締役会　御中

優成監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 加藤　善孝　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 狐塚　利光　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社三栄コーポ

レーションの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日

から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社三栄コーポレーション及び連結子会社の平成22年６月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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